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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第３四半期
累計期間

第69期
第３四半期
累計期間

第68期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 23,882,389 23,008,759 35,649,576

経常利益 (千円) 736,347 690,865 1,350,523

四半期(当期)純利益 (千円) 493,532 535,651 874,076

持分法を適用した場合の
投資利益(△は投資損失)

(千円) △1,895 9,970 7,334

資本金 (千円) 590,000 590,000 590,000

発行済株式総数 (株) 11,800,000 11,800,000 11,800,000

純資産額 (千円) 12,411,652 13,108,448 12,654,929

総資産額 (千円) 22,446,864 22,857,473 22,174,857

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 42.86 46.53 75.92

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 15.00

自己資本比率 (％) 55.29 57.35 57.07

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 525,340 △84,774 1,966,331

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 185,689 △345,671 486,307

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △356,922 △366,820 △422,273

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 5,138,324 6,017,317 6,814,583

回次
第68期

第３四半期
会計期間

第69期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 21.95 20.05

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。
２. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
３．四半期財務諸表等規則第４条の２第３項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

２ 【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第3四半期累計期間におけるわが国の経済状況は、民間設備投資における持ち直しの動きに鈍さがみられるな

ど、一部に改善の遅れがあるものの、日銀による金融緩和策の継続や政府の経済財政政策を背景に、企業収益が高

水準で推移したことに加え、インバウンド需要についても拡大傾向で推移いたしました。また、人手不足による雇

用や所得環境は着実な改善を続け、個人消費にも持ち直しの動きがみられるなど、景気は力強さには欠けるものの

緩やかな回復基調で推移いたしました。しかしながら、英国のEU離脱問題や中国をはじめとした新興国経済の成長

鈍化に加え、今後においては米国大統領選挙の影響等による金融市場の急激な変動や欧米各国の経済、外交政策の

転換が予想されるなど、先行きは不透明な状況となっております。

このような経済環境のもと当社におきましては、堅調な住宅着工状況や各ガス事業者の安定した設備投資計画に

よりガス設備新設工事、ガス導管工事ともに受注を伸ばすことができましたが、案件の多くが当第3四半期において

完成には至りませんでした。また、建築土木工事事業については、東京電力株式会社の設備投資計画に伴う管路埋

設工事や電設保守工事において、引き続き発注者側の徹底したコスト管理施策の実施により厳しい受注環境を強い

られました。この結果、当第3四半期累計期間における業績は、売上高23,008百万円（前年同期比3.7％減）、営業

利益は656百万円（前年同期比0.4％減）、経常利益は690百万円（前年同期比6.2％減）となりました。しかしなが

ら、投資有価証券売却益95百万円等を特別利益に計上したことにより、四半期純利益は535百万円（前年同期比8.5

％増）となりました。

セグメントの状況は次のとおりであります。

ガス工事事業

ガス設備新設工事においては、引き続き良好な受注環境にあり、順調に受注を確保いたしましたが、集合住宅給

湯・暖房工事やGHP工事については、建築工期の関係により、案件の多くが当第3四半期において完成には至りませ

んでした。また、ガス導管工事においては、北海道ガス株式会社をはじめとした他エリアのガス事業者の設備投資

計画による受注について、堅調に推移いたしましたが、主要取引先であります東京ガス株式会社の設備投資計画に

よる受注について、大幅に伸ばすことができたものの、案件の多くが第3四半期において完成には至りませんでし

た。この結果、売上高は20,332百万円（前年同期比3.2％減）、経常利益は796百万円（前年同期比6.1％減）となり

ました。

建築・土木工事事業

水道局関連工事においては安定した受注を確保することができたほか、ゴルフ場等のイリゲーション工事におい

ても、前年度からの大型繰越案件が完成するなど堅調に推移いたしました。しかしながら、工場施設関連の営繕工

事においては、受注は堅調に推移したものの、完成が第4四半期以降となる案件が多く、当第3四半期において完成

に至りませんでした。また、東京電力株式会社の設備投資計画に伴う管路埋設工事や電設保守工事についても、引

き続き発注者側の徹底したコスト管理施策の実施により厳しい受注環境を強いられました。この結果、売上高は

2,314百万円（前年同期比7.6％減）、経常損失32百万円（前年同期は31百万円の経常損失）となりました。
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その他事業

機器販売部門において、一般ガス機器販売は依然として販売競争の激化が続いておりますが、担当エリアの需要

家との接点機会の強化を図ったことにより、微増で推移いたしましたが、リフォーム工事においては専従担当者の

設置による効率的なリフォーム対応を実施したものの減少いたしました。この結果、売上高は305百万円（前年同期

比3.7％減）、経常損失44百万円（前年同期は43百万円の経常損失）となりました。

(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末の22,174百万円に比べて682百万円増加し、22,857百万円とな

りました。これは、現金及び預金が797百万円減少し、完成工事未収入金が1,792百万円減少しましたが、未成工事

支出金が2,151百万円増加したことなどが主な要因であります。

負債合計は、前事業年度末の9,519百万円に比べて229百万円増加し、9,749百万円となりました。これは、工事未

払金が827百万円減少しましたが、未成工事受入金が1,668百万円増加したことなどが主な要因であります。

純資産合計は、前事業年度末の12,654百万円に比べて453百万円増加し、13,108百万円となりました。これは、配

当金に係る利益剰余金が172百万円減少しましたが、当第３四半期純利益を535百万円計上したことにより、利益剰

余金が362百万円増加したことなどが主な要因であります。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、6,017百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期累計期間の営業活動による資金は84百万円の支出（前年同期は525百万円の収入）となりました。主

なプラス要因は、売上債権の減少1,647百万円、未成工事受入金の増加1,668百万円などであり、主なマイナス要因

は、未成工事支出金の増加2,151百万円、仕入債務の減少820百万円などであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期累計期間の投資活動による資金は345百万円の支出（前年同期は185百万円の収入）となりました。

主なプラス要因は、投資有価証券の売却による収入100百万円などであり、主なマイナス要因は、投資有価証券の取

得による支出405百万円などであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期累計期間の財務活動による資金は366百万円の支出（前年同期は356百万円の支出）となりました。

主なマイナス要因は、長期借入金の返済による支出179百万円、配当金の支払171百万円などであります。
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(4) 事業上及び財務上の対処するべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

当第３四半期累計期間における研究開発費の総額は28百万円であります。

　

(6) 受注高、売上高、繰越高及び施工高

項目 種類別
前期繰越高
(千円)

当期受注高
(千円)

計
(千円)

当期売上高
(千円)

次期繰越高

当期施工高
(千円)手持高

(千円)

うち施工高

割合
(％)

金額
(千円)

第68期
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

ガス工事事業 10,677,703 21,376,986 32,054,689 21,059,183 10,995,505 26.9 2,960,071 21,878,156

建築・土木工
事事業

2,056,810 4,050,947 6,107,757 2,505,510 3,602,247 33.4 1,202,567 3,228,473

計 12,734,513 25,427,934 38,162,447 23,564,694 14,597,753 28.5 4,162,638 25,106,629

その他事業 13,066 311,012 324,079 317,695 6,384 11.6 743 318,438

合計 12,747,579 25,738,947 38,486,526 23,882,389 14,604,137 28.5 4,163,381 25,425,068

第69期
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

ガス工事事業 10,173,254 23,767,549 33,940,804 20,388,294 13,552,510 21.2 2,868,783 21,920,658

建築・土木工
事事業

2,558,478 2,977,744 5,536,223 2,314,524 3,221,698 30.4 978,764 2,970,937

計 12,731,733 26,745,294 39,477,027 22,702,818 16,774,208 22.9 3,847,548 24,891,596

その他事業 10,608 323,895 334,503 305,940 28,563 11.9 3,390 309,319

合計 12,742,341 27,069,189 39,811,531 23,008,759 16,802,772 22.9 3,850,938 25,200,915

（注）１.前期以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更のあるものについては、当期受注工事高にその

増減額を含みます。従って、当期売上高にも当該増減額が含まれております。

２.次期繰越高の施工高は、手持工事高における支出金より推定したものであります。

３.金額には消費税等は含まれておりません。

４.セグメント間取引については、相殺消去しております。

５.ガス工事事業の売上高は工材販売手数料等、前期57,316千円、当期56,061千円を含んでおります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,800,000 11,800,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は、
100株であります。

計 11,800,000 11,800,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年12月31日 － 11,800,000 － 590,000 － 1,909

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

287,100
－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,510,900
115,109 －

単元未満株式
普通株式

2,000
－ －

発行済株式総数 11,800,000 － －

総株主の議決権 － 115,109 －

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式48株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成28年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社協和日成

東京都中央区入船
　 三丁目８番５号

287,100 － 287,100 2.43

計 ― 287,100 － 287,100 2.43

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第３項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成28年10月１日から平成28年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、藍監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,814,583 6,017,317

受取手形 709,955 854,819

完成工事未収入金 5,712,640 3,920,006

未成工事支出金 1,760,935 3,912,063

商品及び製品 3,486 3,542

原材料及び貯蔵品 54,571 62,611

その他 681,463 1,210,261

貸倒引当金 △19,860 △14,939

流動資産合計 15,717,776 15,965,682

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,836,626 1,771,270

機械装置及び運搬具（純額） 10,205 9,648

工具、器具及び備品（純額） 109,828 111,910

土地 1,917,881 1,917,881

リース資産（純額） 24,400 35,475

有形固定資産合計 3,898,942 3,846,185

無形固定資産

リース資産 41,341 33,086

その他 27,324 27,324

無形固定資産合計 68,666 60,411

投資その他の資産

投資有価証券 1,971,832 2,482,704

その他 546,714 531,694

貸倒引当金 △29,075 △29,205

投資その他の資産合計 2,489,471 2,985,193

固定資産合計 6,457,080 6,891,790

資産合計 22,174,857 22,857,473
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(単位：千円)

前事業年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 171,243 177,409

工事未払金 4,335,211 3,508,193

1年内返済予定の長期借入金 239,592 161,744

リース債務 20,785 24,293

未払法人税等 256,586 152,008

未成工事受入金 1,098,280 2,766,560

賞与引当金 661,569 331,596

その他 1,089,474 1,094,474

流動負債合計 7,872,743 8,216,279

固定負債

長期借入金 101,846 －

リース債務 49,995 49,613

退職給付引当金 1,059,726 1,036,046

役員退職慰労引当金 235,722 237,821

資産除去債務 41,388 42,079

その他 158,504 167,186

固定負債合計 1,647,184 1,532,746

負債合計 9,519,928 9,749,025

純資産の部

株主資本

資本金 590,000 590,000

資本剰余金 1,918 1,918

利益剰余金 11,507,233 11,870,192

自己株式 △35,865 △35,865

株主資本合計 12,063,286 12,426,245

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 591,642 682,202

評価・換算差額等合計 591,642 682,202

純資産合計 12,654,929 13,108,448

負債純資産合計 22,174,857 22,857,473
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

売上高 23,882,389 23,008,759

売上原価 21,435,252 20,624,064

売上総利益 2,447,137 2,384,694

販売費及び一般管理費 1,788,479 1,728,530

営業利益 658,657 656,163

営業外収益

受取利息 2,010 1,541

受取配当金 35,639 42,305

受取手数料 20,632 15,179

貸倒引当金戻入額 － 4,791

雑収入 33,469 28,420

営業外収益合計 91,752 92,238

営業外費用

支払利息 3,371 930

支払手数料 10,013 54,882

雑支出 678 1,723

営業外費用合計 14,062 57,536

経常利益 736,347 690,865

特別利益

事業分離における移転利益 22,625 －

投資有価証券売却益 － 95,022

受取保険金 － 25,808

特別利益合計 22,625 120,831

特別損失

固定資産除却損 10 67

ゴルフ会員権評価損 － 6,190

役員退職慰労金 － 6,150

特別損失合計 10 12,407

税引前四半期純利益 758,962 799,289

法人税、住民税及び事業税 134,751 129,269

法人税等調整額 130,678 134,368

法人税等合計 265,430 263,637

四半期純利益 493,532 535,651
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 758,962 799,289

減価償却費 148,706 140,236

貸倒引当金の増減額（△は減少） △37,954 △4,791

賞与引当金の増減額（△は減少） △313,219 △329,973

退職給付引当金の増減額（△は減少） 9,792 △23,680

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7,897 2,098

受取利息及び受取配当金 △37,650 △43,847

支払利息 3,371 930

受取保険金 － △25,808

事業分離における移転利益 △22,625 －

有形固定資産除却損 10 67

投資有価証券売却損益（△は益） － △95,022

ゴルフ会員権評価損 － 6,190

役員退職慰労金 － 6,150

売上債権の増減額（△は増加） 2,190,501 1,647,770

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,587,603 △2,151,127

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,727 △8,094

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,228,298 1,668,279

仕入債務の増減額（△は減少） △1,354,593 △820,852

その他 △66,902 △424,246

小計 918,264 343,566

利息及び配当金の受取額 37,599 43,817

利息の支払額 △2,695 △259

役員退職慰労金の支払額 － △6,150

法人税等の支払額 △427,828 △465,749

営業活動によるキャッシュ・フロー 525,340 △84,774

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 200,000 －

有形固定資産の取得による支出 △46,747 △69,133

投資有価証券の取得による支出 △5,176 △405,643

投資有価証券の売却による収入 － 100,999

貸付けによる支出 △9,650 △29,700

貸付金の回収による収入 35,299 33,748

その他 11,963 24,057

投資活動によるキャッシュ・フロー 185,689 △345,671

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 280,000 －

長期借入金の返済による支出 △459,718 △179,694

自己株式の取得による支出 △1,266 －

リース債務の返済による支出 △15,008 △16,033

配当金の支払額 △160,930 △171,092

財務活動によるキャッシュ・フロー △356,922 △366,820

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 354,107 △797,265

現金及び現金同等物の期首残高 4,784,217 6,814,583

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 5,138,324 ※ 6,017,317
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第３四半期累計期間において、四半期財務諸表への影響額は軽微であります。

(追加情報)

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日)を第１四半

期会計期間から適用しております。

(四半期貸借対照表関係)

　１ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行とシンジケーション方式クレジット・ファシリティ契

約を締結しております。

当第３四半期会計期間末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高は次のとおりです。

前事業年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

貸出コミットメントの総額 3,500,000千円 3,500,000千円

借入実行残高 －千円 －千円

差引額 3,500,000千円 3,500,000千円

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

現金及び預金 5,438,324千円 6,017,317千円

預入期間３か月超の定期預金等 △300,000千円 －千円

現金及び現金同等物 5,138,324千円 6,017,317千円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 161,216 14.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

　(注)１株当たり配当額(円)は、記念配当5.00円を含んでおります。

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 172,692 15.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

(持分法損益等)

前事業年度
平成28年３月31日

当第３四半期会計期間
平成28年12月31日

関連会社に対する投資の金額 241,269千円 241,269千円

持分法を適用した場合の投資の金額 399,422千円 409,444千円

前第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

持分法を適用した場合の投資利益又は投資損
失(△)の金額

△1,895千円 9,970千円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

ガス工事事業 建築・土木工事事業 その他事業 計
調整額
(注)１

四半期

損益計算書

計上額

(注)２

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 21,001,867 2,505,510 317,695 23,825,073 57,316 23,882,389

(2)セグメント間の内部売上
　 高又は振替高

－ － － － － －

計 21,001,867 2,505,510 317,695 23,825,073 57,316 23,882,389

セグメント利益又は損失(△) 847,986 △31,557 △43,581 772,847 △36,500 736,347

(注) １. 調整額は、以下のとおりであります。

(1)外部顧客への売上高の調整額は、工材販売手数料等の表示区分調整額57,316千円であります。

(2)セグメント利益又は損失(△)の調整額△36,500千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２. セグメント利益又は損失(△)は、四半期損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

該当事項はありません。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

ガス工事事業 建築・土木工事事業 その他事業 計
調整額
(注)１

四半期

損益計算書

計上額

(注)２

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 20,332,232 2,314,524 305,940 22,952,697 56,061 23,008,759

(2)セグメント間の内部売上
　 高又は振替高

－ － － － － －

計 20,332,232 2,314,524 305,940 22,952,697 56,061 23,008,759

セグメント利益又は損失(△) 796,013 △32,036 △44,074 719,902 △29,036 690,865

(注) １. 調整額は、以下のとおりであります。

(1)外部顧客への売上高の調整額は、工材販売手数料等の表示区分調整額56,061千円であります。

(2)セグメント利益又は損失(△)の調整額△29,036千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２. セグメント利益又は損失(△)は、四半期損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び

構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更したため、事業セグメントの減価償却の方法を同様に変更

しております。

なお、当該変更による当第３四半期累計期間のセグメント利益又は損失（△）への影響額は軽微であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間

(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 42円86銭 46円53銭

(算定上の基礎)

四半期純利益金額 (千円) 493,532 535,651

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額 (千円) 493,532 535,651

普通株式の期中平均株式数 (株) 11,514,076 11,512,852

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年２月14日

株式会社協和日成

取締役会 御中

藍監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 古 谷 義 雄 印

指定社員
業務執行社員

公認会計士 小 林 新 太 郎 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社協和日

成の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第69期事業年度の第３四半期会計期間(平成28年10月１日から平成28

年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社協和日成の平成28年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第３四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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